
［標準様式例７－３］

業務の名称 四国の海上における南海トラフ地震対策検討業務

業務概要

　本業務は、「南海トラフ地震に対応した四国の広域的な海上輸送の継続計画」
（以下、広域海上ＢＣＰという。）及び「緊急確保航路等航路啓開計画」の実効性
を高めるため、課題や検討事項を取りまとめるとともに、訓練・検討会等を開催
し、計画の更新及び今後の方策等の検討を行うものである。

契約担当官等の
氏名並びにその
所属する部局の
名称及び所在地

支出負担行為担当官　四国地方整備局次長　森　信哉
香川県高松市サンポート３番３３号

契約年月日 令和６年８月２２日

契約業者名 公益社団法人日本港湾協会

契約業者の住所 東京都港区赤坂三丁目３番５号

契約金額 ¥22,352,000

予定価格 ¥22,374,000

随意契約による
こととした理由

簡易公募型プロポーザル方式での発注としたため

業務場所 -

業種区分 建設コンサルタント等

履行期間（自） 令和６年８月２２日

履行期間（至） 令和７年２月２８日

備考

随意契約結果及び契約の内容



［標準様式例７－２］

契約変更年月日 令和７年２月２８日

契約業者名 公益社団法人日本港湾協会

契約業者の住所 東京都港区赤坂３丁目３番５号

業務の名称 四国の海上における南海トラフ地震対策検討業務

業務場所 －

業種区分 建設コンサルタント等

業務概要
（変更した内容につい
て記述する）

「緊急確保航路等航路啓開計画」の更新　１式
　廃棄物処分場における災害廃棄物の受入れに関する現状把握　１式
訓練の実施及び課題の取りまとめ　１式
　訓練計画立案　１式
会議運営補助　１式
　四国広域緊急時海上輸送等検討ワーキンググループ　１式
　四国の港湾における地震・津波対策検討会議　１式

履行期間（自） 令和６年８月２２日

履行期間（至） 令和７年２月２８日

変更前の契約金額 22,352,000円（税込み）

変更金額 　 　増286,000円（税込み）

変更後の契約金額 22,638,000円（税込み）

変更理由
・アンケート調査の変更
・旅費、謝金の変更

（第１回、最終）契約変更の内容


